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研究成果の概要（和文）：本研究では、保育所の供給側と需要側の両方に焦点をあてた実証分析を行った。具体
的には、（１）認可保育所の拡充が女性の就業に与えた政策効果を評価し、保育所の増加により0～2歳の子ども
を持つ女性の就業が増えたことを示した。（２）また、認可保育所運営にかかる補助金額が、保育所の定員（規
模）によって非連続に変わるような現在の制度を利用して、補助金額に関する保育所定員数の弾力性を推定し
た。推定の結果、認可保育所の定員は補助金に対して弾力的であり、現在の補助金設定を変えることでコストを
増やすことなく定員を増やすことができる可能性を示した。

研究成果の概要（英文）：In this study, we conducted an empirical analysis that focused on both the 
supply and demand side of childcare. Specifically, we evaluated the policy effects of the expansion 
of accredited childcare centers on women's employment and showed that the increase in childcare 
centers led to an improvement in the employment rate of women with children between 0 and 2 years 
old. We also estimated the elasticity of the number of childcare center capacity with respect to the
 amount of subsidy, using the current system in which the amount of subsidy for the operation of 
accredited childcare centers varies discontinuously with the capacity (size) of the child-care 
centers. Estimates indicate that accredited childcare capacity is elastic to subsidies and that 
changing the current subsidy setting could increase capacity without increasing costs.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
保育所の整備と女性の就業に関しては多くの研究が蓄積されてきた。しかしながら、出産後のどの時期に保育所
を利用できることが、女性の就業に重要な役割を果たすのかという視点では研究がされてこなかった。0～2歳の
低年齢児を持つ女性の就業率が上がったことを示した結果は、出産前後の保育政策を考える上で重要な結果であ
ると考える。
また、認可保育所の供給については、待機児童問題を解決するために新しく保育所を設置するだけではなく、供
給側のインセンティブとなる運営費の補助金制度を変更させることで、コストを増やすことなく定員を増やすこ
とができる可能性を示した本研究成果は社会的意義の大きいものであると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
当該研究者のこれまでの研究を含め、保育所の整備と女性の就業に関しては多くの研究
が蓄積されてきた。しかしながら、出産後のどの時期に保育所を利用できることが、女
性の就業に重要な役割を果たすのかという視点では研究がされてこなかった。先進諸国
では、育児休業制度が普及しており、育児休業をとり終えた後に職場に復帰するために
は、市場サービスあるいは祖父母などによる育児が必要である。そこで、育児休業取得
後と考えられる女性にとって、保育所の利用が就業にどのような影響を与えるのかを分
析するという着想に至った。 

また、認可保育所の供給については、待機児童問題を解決するためにはどのように供
給を増やすことができるのかという視点を持つときに、現在の市場構造を明らかにする
必要があると考えた。さらに、新しく保育所を設置することに国内の議論が集中する一
方で、既存の施設を利用してさらに受け入れ人数を拡大することが必要だと考え、供給
側のインセンティブとなる運営費の補助金制度に着目した。そこで、補助金額が保育所
の定員に依存して非連続に変化するという制度を発見し、それによって生じる保育所の
特定の定員への集積とその大きさを利用することで構造パラメターを明らかにするこ
とができるという着想に至った。 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は、日本における認可保育所市場の構造と女性の就業に対する影響に関す
る 
知見を得ることである。具体的には、本研究の目的は以下の３点に分けることができる。 
① 政策変更などの準実験的状況を利用し、保育所の利用が女性の就業に与える効果を

政策評価の手法を用いて推定する。 
② 認可保育所への補助金額が、保育所の定員によって非連続に変化するような制度を

利用し、保育所定員数の補助金に対する弾力性を推定する。 
③ ①及び②において得られた結果を利用し、補助金額や補助金の決定ルールを変更し

たときの費用と、女性の就業の変化による税収の増減で評価した便益を比較する。 
 
３．研究の方法 
本研究ではまず、個人の間で保育所の利用しやすさが外生的に異なるような状況を用い
て、政策評価の手法によって保育所の利用が女性の就業、就業形態や育児ストレスに与
える因果効果を推定する。具体的には、認可保育所拡充の地域差を利用して、保育所の
利用しやすさが外生的に異なるようなグループを比較できる状況を利用する。すなわち
政策によって０～１歳の定員が大きく増えた地域と、あまり増えなかった地域において、
保育所の利用と女性の就業率などを比較する。 

次に、保育所運営に関する補助金額の制度変更を利用することで、各保育所における
定員決定の補助金に対する弾力性を明らかにする。子ども一人にかかると想定される費
用（保育単価）は、保育所の規模、子どもの年齢や地域によって定められ、そこから計
算された総費用が各保育所の運営費として補助される。経済学の理論を応用すると、補
助金額が非連続的に減少するような補助金スケジュールの下では、補助金額が減少する
ような点は最適な定員としては選ばれず、補助金が減る直前の点に保育所が集積するこ
とが予測される。その集積の大きさと政策変更による集積の変化から、定員決定に対す
る補助金額の弾力性に関する構造パラメターを推定する。 
 最後に推定されたパラメターによる政策シミュレーションを行う。具体的には、補助
金額を非連続に変化させないような設定にした場合や、規模に応じて補助金額を変えな
いような設定にした場合の保育所定員の変化を分析する。得られた結果を用いて、補助
金額を変化させることで保育所定員を増やすときのコストと、定員が増加し女性の就業
が増えることによる税収の増分の双方を比較した費用便益分析を行う。 
 
 



４．研究成果 
分析の結果、認可保育所の保育所の増加により 0～2 歳の子どもを持つ女性の就業が増
えたことを示した。また、認可保育所運営にかかる補助金に関しては、認可保育所の定
員は補助金に対して弾力的であり、現在の補助金設定を変えることでコストを増やすこ
となく定員を増やすことができる可能性を示した。上記の結果の一部は日本労働研究雑
誌に掲載されているほか、CREPE Discussion Paper として公表されている。また東京
労働経済学研究会、東京大学や横浜国立大学において研究報告を行った。 
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